




















  1）租税分野におけるマイナンバー制度の概観 
  2）租税分野におけるマイナンバー制度：問題点と対策 





























このような形で、日本社会に ICT（情報通信技術、 Information and Communication 
Technology）が浸透してきている―以降の記述内容は、特に断りがない限り、日本に関す
るものとする―。  
































図 1 マイナンバー制度の概要  
【内閣官房社会保障改革担当室、内閣府 大臣官房番号制度担当室「マイナンバー 社会





























図 2 マイナンバー制度における、国民・民間事業者・行政機関の関連性  







号法 11 条、個人情報保護法 22 条）。 
 「必要かつ適切な監督」には、以下の 3 つの内容が含まれます。  
①委託先の適切な選定  
②安全管理措置に関する委託契約の締結  






































図 3 マイナンバー制度の今後の展開  
【内閣官房社会保障改革担当室、内閣府 大臣官房番号制度担当室「マイナンバー 社会











図 4 マイナンバー制度利活用  
【上図：自由民主党 政務調査会 IT 戦略特命委員会 マイナンバー利活用推進小委員会 
「マイナンバー制度利活用推進ロードマップ（Ver.2）案」2016 年 5 月】 
【下図：内閣官房番号制度推進室 内閣府大臣官房番号制度担当室「マイナンバー 社会





















2016 年度上半期に発生した特定個人情報に関する漏洩や紛失などの事故は 66 件だっ
た。そのうち 2 件は「重大な事態」だったという。個人情報保護委員会が、2016 年 4
月から 9 月までの 2016 年度上半期に関する活動状況を取りまとめたもの。特定個人情
報の漏洩や紛失といった事故は、同期間中に 49 機関から 66 件の報告を受けたという。
内訳を見ると、行政機関が 2 機関より 3 件、地方公共団体が 30 機関で 37 件、民間事
業者が 17 機関で 26 件だった。また立入検査の実施件数は 4 件で、マイナンバー法違
反のおそれがあるとして 5 件に対して文書による指導を実施した。また 66 件のうち、
2 件に関しては紛失した特定個人情報が 100 人を超えており、委員会規則が定める「重
大な事態」にあたる。いずれも民間事業者からの報告だった。1 件は従業員約 400 人分
のマイナンバーが記載された扶養控除等申告書を郵便局へ運ぶ途中、車両の窓ガラスを
割られ持ち去られたという。また別の 1 件では、再委託先の担当者が情報システムに記





表 1 マイナンバー制度関係の事故  
















































行っています。具体的には、1 住宅ローン控除等の申告手続において、平成 28 年分の
申告から住民票の添付が省略となるほか、2 国と地方にそれぞれ提出している給与・年






図 5 税務分野でのマイナンバー制度活用のイメージ  
【袖山喜久造「税務面からみたマイナンバー制度とその対応について」（経団連マイナンバ
ー実務対応シンポジウム報告資料）SKJ 総合税理士事務所、2014 年、7－10 頁。】 
 
 
図 6 マイナンバー制度関係の国税庁システム  

































【前川雄一郎「地方税分野におけるマイナンバーの活用に関する解説」『月刊 J-LIS』    
2017 年 1 月、35 頁。】 
 
図 9 マイナンバー制度導入後の地方税システム  








図 10 企業におけるマイナンバー制度導入：租税分野  





















































































なお、本引用文内の KSK は以下の形で整理されている。  
 




















































構築する必要がある35。この際に、行政サービス ID 関係の ICT システムもそうした形で
























識が示されている。ただし、2016 年 4 月 1 日においては、ここで言及している法定調書































図は 2014 年時点のものである。  
 















6、所得税の源泉徴収票は、各人別に源泉徴収票 2 通を作成し、その年の翌年 1 月 31 日ま
でに、1 通を税務署長に提出し、他の 1 通を従業員本人に交付しなければなりません。所
































































① 非課税適用確認書の交付申請書  
② 非課税口座開設届出書 
③ 住民票の写し等（平成  25 年 1 月 1 日の住所が記載されたもの）  
※1 「住民票の写し」は、コピーのことではありません。市区町村で交付される住民票
を「住民票の写し」といいます。  




















































利子等の支払調書に関して、3 年の猶予規定が設けられていますが、平成 28 年 1 月 1
日以後に取引を開始した場合は猶予規定の適用はありますか。  
（答） 































 チェックディジットは次のようなもので、これは実際に実施されている。  
 













図 14 チェックデジット 




























































て法人番号の指定を受けることができます。また、法人番号は 1 法人に対し 1 番号のみ
指定されますので、法人の支店や事業所等、個人事業者及び民法上の組合等には法人番













 日本税理士会からは、次のような要望が出されている。  
 








 平成 29 年 1 月 16 日にマイナポータルと e-Tax とがつながった。しかし、そこにおいて









































図 15 金融所得課税一体化 1 
【NTTData HP［http://www.nttdata.com/jp/ja/news/release/2015/031100.html］】 
 






























































 当該図の HP―2017 年 1 月 31 日の記事―では、これに関し、以下のように説明されて
いる。 
 








































































な行政サービス ID の活用は検討されるべきだと考えられる。  
 































表 2 マイナンバー制度への国民の不安：その対策  





































































行われます。   
【情報連携の例】   
富士太郎さんの所得情報について、自治体 A が自治体 B（富士 太郎さんの所在地）へ
確認したい場合   
1、自治体 A から自治体 B へ、情報提供ネットワークシステム経由で問い合わせ   
（注） 問い合わせには、個人番号から生成される符号を使用します。符号は行政機関
ごとに振られています。 
2、情報提供ネットワークシステム（コアシステム）で、符号 A から符号 B に変換 
3、自治体 B が、保有している富士  太郎さんの個人情報をもとに所得情報データを作
成 












































































































































































 いま具体化を検討中の取組ですが、医療費やふるさと納税の電子データを e-Tax での
申告に活用出来るようにすることで、納税者の利便性を高めることを検討しております。 
 それから個人の納税者が、マイナンバーカードに搭載された電子証明書を用いて
e-Tax を利用する場合、ID・パスワードの入力を省略するという方式を平成 31 年 1 月
に導入する予定です。またマイナンバーカード及び IC カードリーダライタが普及する
までの暫定的な対応として、マイナンバーカード等を未取得の方を念頭に、税務署にお




















































































































































【「マイナンバー整備の政府予算が半減 カード交付事業費は累計 3500 万枚分」『日経 BP








■平成 30 年度におけるマイナンバー関係の予算：国家  
 







■（平成 29 年 5 月 30 日施行）個人情報保護法・マイナンバー法の改正 
 この概要は、次のように整理されている。 
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